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議第４９号 瑞浪市地方活力向上地域における瑞浪市固定資産税の不均一課税に関する
条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 
 地域再生法（平成17年法律第24号）の一部改正により、同法第17条の２第１項第１号に掲げる事業
について課税免除とするため、本条例の改正を行う。 
【改正内容】 

 地域再生法第17条の２第１項第１号に掲げる事業について、不均一課税から課税免除とするための
所要の改正 
【施行日】 
本条例の施行日は、公布の日とする。 
【新旧対照表】 

新 旧 
瑞浪市地方活力向上地域における瑞浪市固
定資産税の課税免除及び不均一課税に関す
る条例 

瑞浪市地方活力向上地域における瑞浪市固
定資産税の      不均一課税に関す
る条例 

（趣旨） （趣旨） 
第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第
226号）第６条第２項の規定により、地域再生法
（平成17年法律第24号。以下「法」という。）
第５条第４項第５号に規定する地方活力向上地
域内において、法第17条の２第１項に規定する
地方活力向上地域等特定業務施設整備計画（以
下「整備計画」という。）について同条第３項
の規定により認定を受け、当該整備計画に従っ
て法第５条第４項第５号に規定する特定業務施
設を新設し、又は増設した者に係る固定資産税
の課税免除及び不均一課税を定めるものとす
る。 

第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第
226号）第６条第２項の規定により、地域再生法
（平成17年法律第24号。以下「法」という。）
第５条第４項第５号に規定する地方活力向上地
域内において、法第17条の２第１項に規定する
地方活力向上地域特定業務施設整備計画 （以
下「整備計画」という。）について同条第３項
の規定により認定を受け、当該整備計画に従っ
て法第５条第４項第５号に規定する特定業務施
設を新設し、又は増設した者に係る固定資産税
の税率の特例       を定めるものとす
る。 

（固定資産税の課税免除及び不均一課税） （固定資産税の      不均一課税） 
第２条 公示日（地域再生法第17条の６の地方公
共団体等を定める省令（平成27年総務省令第73
号。以下「省令」という。）第１条に規定する
瑞浪市の区域に係る地域再生計画の公示日をい
う。以下同じ。）から平成32年３月31日までの
間に、法第17条の２第３項の規定により整備計
画の認定を受けた事業者であって、当該認定を
受けた日から同日の翌日以後２年を経過する日
まで（同日までに同条第６項の規定により当該
認定を取り消されたときは、その取り消された
日の前日まで）の間に、省令第２条第１号に規
定する特別償却設備（以下「特別償却設備」と
いう。）を新設し、又は増設した者について、
当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償
却資産並びに当該家屋又は構築物の敷地である
土地（公示日以後に取得したものに限り、かつ、
土地については、その取得の日の翌日から起算
して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋
又は構築物の建設の着手があった場合における
当該土地に限る。）に対して課する固定資産税

第２条 公示日（地域再生法第17条の６の地方公
共団体等を定める省令（平成27年総務省令第73
号。以下「省令」という。）第１条に規定する
瑞浪市の区域に係る地域再生計画の公示日をい
う。以下同じ。）から平成32年３月31日までの
間に、法第17条の２第３項の規定により整備計
画の認定を受けた事業者であって、当該認定を
受けた日から同日の翌日以後２年を経過する日
まで（同日までに同条第６項の規定により当該
認定を取り消されたときは、その取り消された
日の前日まで）の間に、省令第２条第１号に規
定する特別償却設備（以下「特別償却設備」と
いう。）を新設し、又は増設した者について、
当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償
却資産並びに当該家屋又は構築物の敷地である
土地（公示日以後に取得したものに限り、かつ、
土地については、その取得の日の翌日から起算
して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋
又は構築物の建設の着手があった場合における
当該土地に限る。）に対して課する固定資産税

-1-



 

は、法第17条の２第１項第１号に掲げる事業に
ついて、第１年度から第３年度まで課税免除と
し、法第17条の２第１項第２号に掲げる事業は、
瑞浪市税条例（昭和29年条例第13号）第63条の
規定にかかわらず、次の各号に掲げる年度の区
分に応じ、当該各号に定める税率とする。 

の税率は、瑞浪市税条例（昭和29年条例第13号）
第63条の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲
げる事業中同表の中欄に掲げる年度の区分に従
い、それぞれ同表の右欄に掲げる税率とする  
                     
                  。 

 （１） 第１年度 100分の０ 
 （２） 第２年度 100分の0.467 
 （３） 第３年度 100分の0.933 

 事業 年度の区分 税率  
 法第17条の２
第１項第１号
に掲げる事業 

第１年度 100分の０  
 第２年度 100分の0.35  
 第３年度 100分の0.7  
 法第17条の２
第１項第２号
に掲げる事業 

第１年度 100分の０  
 第２年度 100分の0.467  
 第３年度 100分の0.933  

２ （略） ２ （略） 
第３条 （略） 第３条 （略） 
（変更事項の届出） （変更事項の届出） 

第４条 前条第２項の規定による承認を受けた者
が、事業を休止し、又は廃止し、その他当該申
請書        の記載事項に変更があっ
たときは、その事実が発生した日から10日以内
にその旨を市長に届け出なければならない。 

第４条 前条第２項の規定による承認を受けた者
が、事業を休止し、又は廃止し、その他当該不
均一課税に係る申請書の記載事項に変更があっ
たときは、その事実が発生した日から10日以内
にその旨を市長に届け出なければならない。 

第５条～第７条 （略） 第５条～第７条 （略） 
  
附則（地域経済牽引事業の促進による地域の成長
発展の基盤強化に関する法律に係る瑞浪市固定
資産税の特例に関する条例の一部改正） 

 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 
（適用除外）  （適用除外） 

第６条 第２条第１項の規定は、瑞浪市地方活力
向上地域における瑞浪市固定資産税の課税免除
及び不均一課税に関する条例（平成28年条例第
７号）第２条第１項の適用を受ける家屋若しく
は構築物又はその敷地である土地の取得につい
ては、適用しない。 

第６条 第２条第１項の規定は、瑞浪市地方活力
向上地域における瑞浪市固定資産税の不均一課
税に関する条例      （平成28年条例第
７号）第２条第１項の適用を受ける家屋若しく
は構築物又はその敷地である土地の取得につい
ては、適用しない。 

第７条 （略） 第７条 （略） 
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議第５０号 瑞浪市企業立地の促進及び雇用の拡大に関する条例の一部を改正する条例
の制定について 

【制定趣旨】 
 旅館、ホテル等の瑞浪市への進出を奨励する環境を整えるため、企業立地の奨励措置の対象事業に
宿泊業を追加する。 
併せて、瑞浪クリエイション・パーク内にて本市と事業用定期借地権契約を締結した事業者に対し、 

奨励措置を行うために設けた事業所等賃借設置奨励金について、事業者への奨励措置が終了し、役割を
終えたため廃止する。 
また、瑞浪市地方活力向上地域における瑞浪市固定資産税の不均一課税に関する条例（平成28年条例第

７号）の一部改正に伴い、条文を整理する。 
【改正内容】 
奨励措置を行う対象事業に宿泊業を追加すること、事業所等賃借設置奨励金を廃止すること及び瑞浪 
市地方活力向上地域における瑞浪市固定資産税の不均一課税に関する条例の題名改正に伴う所要の改正 
【施行日】 
本条例の施行日は、公布の日とする。 
【新旧対照表】 

新 旧 
第１条 （略） 第１条 （略） 
（用語の定義） 

第２条 （略） 
（１） 事業所等 次に掲げる事業を行う事業
所及び工場並びに事務所をいう。 
ア～エ （略） 
オ 宿泊業 旅館業及びホテル業に係る事業
で市長が認めるもの。ただし、風俗営業等の
規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和
23年法律第122号）第２条第６項第４号に規
定する営業に該当する事業は除く。 

（用語の定義） 
第２条 （略） 
（１） 事業所等 次に掲げる事業を行う事業
所及び工場並びに事務所をいう。 
ア～エ （略） 

（２）～（７） （略） （２）～（７） （略） 
  （８） 賃借 市長が指定する地域において、

賃貸借契約により土地及び建物又は土地若し
くは建物を賃借することをいう。 

 （８） 廃工場等 安全上等の観点から撤去が
望まれる、市長が指定する工場等の産業施設
及び設備をいう。 

（９） 廃工場等 安全上等の観点から撤去が
望まれる、市長が指定する工場等の産業施設
及び設備をいう。 

（事業者の指定） 
第３条 （略） 
２ 前項の規定にかかわらず、廃工場等の撤去に
よりその跡地を活用する場合においては、別表
第１に定める基準のうち操業開始の日における
投下固定資産の総額のみ適用する。 

（事業者の指定） 
第３条 （略） 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる
場合においては、別表第１に定める基準のうち
当該各号に定める基準のみ適用する。     
                 
（１） 賃借の場合 新たに常時雇用する従業
員の数 

（２） 廃工場等の撤去によりその跡地を活用
する場合 操業開始の日における投下固定資
産の総額 

（奨励措置） 
第４条 市長は、事業者に対し、奨励措置として
次   に掲げる奨励金（以下「奨励金」とい

（奨励措置） 
第４条 市長は、事業者に対し、奨励措置として
次の各号に掲げる奨励金（以下「奨励金」とい
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う。）を交付することができる。 
（１） （略） 

 
（２） 雇用促進奨励金 

う。）を交付することができる。 
（１） （略） 
（２） 事業所等賃借設置奨励金 

 （３） 雇用促進奨励金 
第５条～第11条 （略） 第５条～第11条 （略） 
別表第１ （略） 別表第１ （略） 
別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係） 
 奨励金の種

類 
交付基準及び交付額 交付期間   奨励金の種

類 
交付基準及び交付額 交付期間  

 事業所等設
置奨励金 

それぞれの投下固定資
産に対して賦課された
固定資産税及び都市計
画税の納付額の合計額
を限度とし、第４年度
は、納付額の合計額の
６／10を、第５年度に
おいては、納付額の合
計額の４／10を限度と
する。（ただし、その
額に1,000円未満の端
数があるときは、これ
を切り捨てるものとす
る。）なお、地域経済
牽引事業の促進による
地域の成長発展の基盤
強化に関する法律に係
る瑞浪市固定資産税の
特例に関する条例（平
成25年条例第29号）又
は瑞浪市地方活力向上
地域における瑞浪市固
定資産税の課税免除及
び不均一課税に関する
条例（平成28年条例第７
号）の規定が適用でき
る場合で、当該適用を
受けていない場合にあ
っては、当該納付額の
うち固定資産税の納付
額は当該適用があった
ものとして賦課される
固定資産税を納付額と
みなす。 

操業開始後
初めて固定
資産税が賦
課された年
度から５年
間（地域経
済牽引事業
の促進によ
る地域の成
長発展の基
盤強化に関
する法律に 
係る瑞浪市
固定資産税
の特例に関
する条例に
基づく課税
免除又は瑞
浪市地方活
力向上地域
における瑞
浪市固定資
産税の課税
免除及び不
均一課税に
関する条例
に基づく課
税免除又は
不均一課税
の適用を受
けるものに
ついては、
当該課税免
除の期間又
は不均一課
税の期間を
含む。） 

  事業所等設
置奨励金 

それぞれの投下固定資
産に対して賦課された
固定資産税及び都市計
画税の納付額の合計額
を限度とし、第４年度
は、納付額の合計額の
６／10を、第５年度に
おいては、納付額の合
計額の４／10を限度と
する。（ただし、その
額に1,000円未満の端
数があるときは、これ
を切り捨てるものとす
る。）なお、地域経済
牽引事業の促進による
地域の成長発展の基盤
強化に関する法律に係
る瑞浪市固定資産税の
特例に関する条例（平
成25年条例第29号）又
は瑞浪市地方活力向上
地域における瑞浪市固
定資産税の不均一課税
に関する条例     
 （平成28年条例第７
号）の規定が適用でき
る場合で、当該適用を
受けていない場合にあ
っては、当該納付額の
うち固定資産税の納付
額は当該適用があった
ものとして賦課される
固定資産税を納付額と
みなす。 

操業開始後
初めて固定
資産税が賦
課された年
度から５年
間（地域経
済牽引事業
の促進によ
る地域の成
長発展の基
盤強化に関
する法律に
係る瑞浪市
固定資産税
の特例に関
する条例に
基づく課税
免除又は瑞
浪市地方活
力向上地域
における瑞
浪市固定資
産税の不均
一課税に関
する条例に
基づく不均
一課税   
      
      
の適用を受 
けるものに 
ついては、 
当該課税免 
除の期間又 
は不均一課 
税の期間を 
含む。） 

 

   事業所等賃
借設置奨励
金 

賃借により使用する土
地及び建物又は土地若
しくは建物の固定資産

操業開始日
の翌年度か
ら５年間 
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       税及び都市計画税相当
額の合計額を限度と
し、第４年度は、納付
額の合計額の６／10
を、第５年度において
は、納付額の合計額の
４／10を限度とする。
（ただし、その額に
1,000円未満の端数が
あるときは、これを切
り捨てるものとする。）

  

 雇用促進奨
励金 

操業開始に伴い新たに
雇用した者のうち、操
業開始の日に本市に居
住し、かつ、引き続き
１年以上常時雇用する
従業員の数が、操業開
始の日から１年以上を
経過した日において、
次のア又はイに該当す
る事業者に対して当該
従業員１人につき15万
円とし、1,500万円を限
度とする。 
ア 新設の場合 10
人（中小企業及び
サービス業にあっ
ては、３人）以上 

イ 増設又は移設の
場合 ５人（中小
企業及びサービス
業にあっては、２
人）以上 

操業開始後
１年を経過
した日の属
する年度 

  雇用促進奨
励金 

操業開始に伴い新たに
雇用した者のうち、操
業開始の日に本市に居
住し、かつ、引き続き
１年以上常時雇用する
従業員の数が、操業開
始の日から１年以上を
経過した日において、
次のア又はイに該当す
る事業者に対して当該
従業員１人につき15万
円とし、1,500万円を限
度とする。 
ア 新設の場合 10
人（中小企業及び
サービス業にあっ
ては、３人）以上 

イ 増設又は移設の
場合 ５人（中小
企業及びサービス
業にあっては、２
人）以上 

操業開始後
１年を経過
した日の属
する年度 
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議第５１号 工事請負契約の締結について 
 

概       要 

契約の目的 市民競技場グラウンド改修工事 

契約の方法 一般競争入札 

契 約 金 額 １６２，０００，０００円 

工 事 場 所 瑞浪市明世町戸狩１４３番地 外 

工    期 本契約締結の日から平成３１年３月３１日まで 

契約の相手方 
瑞浪市薬師町５丁目６番地 
瑞明建設有限会社 

   代表取締役 大戸 亮介 

工 事 概 要 

 
（グラウンド整備） 
・雨水排水施設の設置 
・グラウンド舗装･･･クレイ系舗装      １３，４４３㎡

ゴムチップウレタン舗装  １，１００㎡ 
陸上、ソフトボール、サッカー競技用ポイ 
ントの設置 
 

（競技場付属施設改良） 
・災害時、大型緊急車両進入のための進入路改良 
・駐車場設置（１２台分うち４台は障がい者用） 
          

備 考  
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